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キリングループ人権方針 

 

１． 私たちが人権を尊重する背景 

 

私たちは、『キリングループは、自然と人を見つめるものづくりで、「食と健康」の新たなよろこびを広げ、こころ豊かな社会の

実現に貢献します』 を経営理念に掲げ、食・ヘルスサイエンス・医の領域で世界の CSV※１先進企業となることを目指

しています。 

事業活動を通じて社会課題の解決を図り、社会と共に持続的な成長を果たしていくためには、人権の尊重は大前提で

あり、全ての事業活動の土台と位置づけています。 

 

キリングループは全てのステークホルダーの人権を尊重することを重要な経営課題と捉え、継続的に取り組んでいくととも

に、そのための体制も整備していきます。 

 

私たちはあらゆるステークホルダーの人権を尊重し、人権への影響の特定、予防、低減に努めるとともに、是正のための

適切な処置を実施します。 

さらに、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの取り組みを通じてイノベーションを加速し、ポジティブなインパクトを生

み出すことを目指すことで、一層の社会的価値の向上に貢献していきます。 

 

 

 

２． 人権方針 

人権は、生まれながらに誰もが持っている権利です。 

キリングループは、「すべての人間が生まれながらにして、自由であり、かつ尊厳と権利について平等である」※2 との考えか

ら、人権方針（以下、本方針）を、事業活動における人権尊重の取り組みに関する全ての文書・規範※3 の上位方

針と位置付け、キリングループ※４全ての役員・従業員※5 に適用します。 

 

私たちは、バリューチェーンに関わる全てのビジネスパートナーに対しても、本方針の理解と遵守を求めます。 

 

私たちは、キリングループの全ての事業領域における、研究開発・調達・製造・輸送・流通・マーケティング・販売・サービ

スの消費・利用・廃棄にいたるバリューチェーン全般のあらゆる活動が、直接または間接的に人権に影響を及ぼす可能

性があると捉えています。 
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私たちは、「国際人権章典※6」及び国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則及び権利に関する宣言※7」

「多国籍企業宣言※8」「国連ビジネスと人権に関する指導原則※9」「国連グローバル・コンパクト 10 原則」「OECD 多

国籍企業行動指針」等の国際的な人権の規範※10 を支持し、これらに定められる手順に則り、人権を尊重し続けるこ

とを約束します。 

私たちは、「国連グローバル・コンパクト」に署名しています。 

 

私たちは、各国・地域における法規制を遵守します。万が一、当該国の法規制と国際的な人権規範が異なる場合は、

より高い基準に従い、相反する場合には、国際的に認められた人権を最大限尊重する方法を追求します。 

 

私たちの事業活動において人権への負の影響を引き起こし、またはこれを助長したことが明らかになった場合には国際ス

タンダード※11 に基づいた対話と適切な手続きを通じてその救済に取り組むことにより、人権を尊重する責任を果たしま

す。 

 

 

３. 重要な人権課題 

私たちの事業を通じて、潜在的に人権への負の影響を受ける可能性のあるステークホルダー、及び関連する人権への影

響について把握に努め、負の影響を予防、低減し、負の影響があった場合には是正のための適切な処置を行い、キリン

グループに関わる全ての人々の人権の尊重に継続して取り組みます。 

 

私たちは、人種・肌の色・民族・国籍・社会的身分・門地・性別・障害の有無・健康状態・宗教・思想・信条・性的指

向・性自認、及び職種や雇用形態の違い等に基づくあらゆる差別を認めません。 

 

また、バリューチェーン全般にわたり、脆弱な立場にいるグループが人権への負の影響を受ける可能性が高いことも認識

し、脆弱性の高い人たち、女性、子ども、障害者、少数民族、先住民族、言語的少数者等の社会的少数派（マイノ

リティ）の人権には、特に配慮します。 

 

私たちの事業活動において、バリューチェーン全般にわたり、どのような形態であれ人身取引、奴隷労働や強制労働、児

童労働※12 を容認しません。 

 

私たちは、人権への負の影響について、影響を受ける方々の視点から理解することの重要性を認識しています。 

 

 

① お客様 

私たちは、お客様の満足と安全・安心な製品・サービスを提供することに取り組み、属性などを配慮した製品やサービス

へのアクセスを推進します。一方、健康を中心とした子どもの権利を尊重し、酒類メーカーの責任としてアルコールの有害

摂取根絶に努めます。 
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また医薬品メーカーとして、医薬品の安定供給と安全性・信頼性の確保に努め、医薬品へのアクセスを推進するととも

に、画期的な医薬品の開発をグローバルに展開し、ひとりでも多くの患者様に Life-changing な価値を提供していきま

す。 

健康食品をはじめとするヘルスサイエンス事業では、強みである発酵・バイオテクノロジーをベースにした研究開発を発展

させ、グローバルな健康課題を解決する新たな価値創造を通じ、人々のウェルビーイングの向上に貢献していきます。 

 

② ビジネスパートナー 

私たちは、バリューチェーンに関わる全てのビジネスパートナーに対して、安全で健康的な労働環境の確保、結社の自由

と団体交渉権の尊重、法律に依拠した適正な賃金と福利厚生の提供、過重労働にならないための適正な労働時間

管理、ハラスメントの禁止、公正な労働条件の保証に加えて、強制労働、児童労働の禁止等に関して遵守を求めま

す。 

サプライヤーの人権尊重を含めた遵守項目については、「キリングループ持続可能なサプライヤー規範」※13 にて定めま

す。また、私たちはサプライヤー以外のビジネスパートナーについても同様の人権尊重に向けた取り組みが行われることを

求めます。 

私たちのビジネスパートナーには、その特性と必要性に応じて人権尊重の理解を深めていただくための説明会や研修会を

開催するなど適切な支援をします。 

 

③ コミュニティ 

私たちの事業の影響を受ける先住民・小規模農家を含む各国・地域社会の人々の土地の権利、水へのアクセス権など

を尊重します。  

 

④ 従業員 

私たちは、従業員の公正な労働条件と安全で健康的な労働環境を確保します。結社の自由と団体交渉権の尊重、

公正な評価と処遇、法律に依拠した適正な賃金と福利厚生の提供、過重労働にならないための適正な労働時間管

理、ハラスメントの禁止を含む責任ある労働慣行を推進します。 

 

上記に加えて、私たちは、マーケティング活動等のコミュニケーション※14 においても、潜在的な人権リスクへの配慮を行

い、差別的な表現や子どもに悪影響を与える恐れのある表現は行いません。 

倫理的な研究開発や責任あるマーケティング・販売などのビジネス倫理に関わる人権や、紛争影響国及び高リスク国の

人権には特に配慮し、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンを実現するとともに、バリューチェーン全般に関連する人

権を尊重します。 

 

 

４.人権ガバナンス体制と人権啓発活動 

キリンホールディングス取締役会は、キリングループの人権尊重の遵守、人権課題への対応方針や実行計画及び取り組

み状況を監督する責任を担います。執行役員と取締役兼執行役員については、人権の取り組みが報酬に反映される

仕組みを採用しています。 
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人権尊重の取り組みは、グループ人財統括担当役員が責任を担います。 

キリンホールディングスのグループ CSV 委員会の下位会議体として「グループ ビジネスと人権会議」※15 を設置し、人権

の方針や戦略及び計画の立案、人権に関するロードマップの進捗状況のモニタリングを行います。会議の内容は、グルー

プ CSV 委員会へ報告するとともに、取締役会に付議・報告し、グループ全体戦略へ反映しています。 

 

加えて、私たちは国内外の人権実務を遂行する、「ビジネスと人権を担当するチーム」※16 を設置しています。同チーム

は、人権デューデリジェンスや人権課題への救済対応等を実行するとともに、キリングループの役員及び従業員に、定期

的に人権尊重の実践に必要な教育や研修を企画・実施、及びモニタリングをすることを通して、キリングループの人権啓

発活動を継続的に強化します。 

 

 

５. 人権尊重に向けた人権デューデリジェンスの実施 

私たちが事業を行う国や地域、加えてバリューチェーンの各プロセスにおける様々な人権課題についての理解を深め、「国

連ビジネスと人権に関する指導原則※9」、及び「責任ある企業行動のための OECD デュー・デリジェンス・ガイダンス※17」

に従って、私たちの事業と関係する人権の潜在的な負の影響を特定し、予防、軽減する取り組みとして人権デューデリ

ジェンスを実施します。 

 

私たちは、人権デューデリジェンスを継続的なプロセスであると捉えており、バリューチェーンにおける人権課題の特定、是

正の計画と実行、モニタリング、情報開示を経て、外部ステークホルダーとのコミュニケーションに至るまでのプロセスを実行

していきます。 

 

 

６.苦情処理メカニズムと救済へのアクセス 

私たちが人権への負の影響を引き起こしたり、助長したことが明らかになった場合には、適切かつ効果的な救済措置を

講じます。 

 

取引関係によって私たちの製品・サービスが人権への負の影響に直接または間接的に関係している場合には、是正に向

けた役割を果たします。 

 

私たちは、全てのステークホルダーの苦情について、真摯に受け止め、苦情解決に向けて適切な救済措置を行います。 

私たちは、人権に関する懸念について、実効性のある通報対応の取り組みとして全てのステークホルダーが利用できる通

報窓口※18 を設置し、救済へのアクセスの担保と適切な救済措置を実行します。通報者の個人情報保護を徹底し、

通報者が不利益な取り扱いを受けたり、脅迫や報復行為を受けることを禁止するとともに、各種人権問題に対する抗

議の権利を行使するものを含む人権擁護者に対する脅迫、威嚇、物理的または法的な攻撃を容認しません。 
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７.人権コミュニケーションとステークホルダーエンゲージメント 

私たちは、人権尊重の取り組みの進捗状況や人権デューデリジェンスの結果などを、キリンホールディングスのウェブサイト

等で、適時適切に開示していきます。 

私たちの人権活動への取り組みを推進すべく、脆弱性の高い人々を含む様々なステークホルダーとの対話を継続しま

す。 

 

本方針は、労働組合を含む社内外のステークホルダーの意見を踏まえて、2018 年に策定した人権方針から改定しま

した。 

 

今後も法令等を含む社会の要請、キリングループを取り巻く経営環境や事業内容等の変化に基づき、定期的に人権

尊重の取り組みを見直し、進化させていきます。 

 

 

 

 

制定：2018 年 2 月 9 日 

改定：2023 年 10 月 16 日 

 

キリンホールディングス株式会社 

代表取締役社長 

  

 

本方針は、当社の取締役会の承認を得て、代表取締役社長が署名します。 
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注釈 

※１：CSV：Creating Shared Value の略。詳細は以下参照

https://www.kirinholdings.com/jp/impact/ 

※２：国連「世界人権宣言」 第一条より引用 

世界人権宣言テキスト | 国連広報センター (unic.or.jp) 

※３：人権方針に関連する重要な方針 

「キリングループコンプライアンス・ポリシー」「キリングループコンプライアンス・ガイドライン」

https://www.kirinholdings.com/jp/purpose/governance/compliance/ 

「キリングループ持続可能なサプライヤー規範」

https://www.kirinholdings.com/jp/impact/files/pdf/kirin_groupsustainable_supplier_code

_jp.pdf 

   「キリングループ持続可能なサプライヤー規範」

https://www.kirinholdings.com/jp/impact/files/pdf/kirin_groupsustainable_supplier_code

_jp.pdf 

「マーケティングコミュニケーションポリシー」 

https://www.kirinholdings.com/jp/impact/csv_management/marketing_policy/  

「個人情報の保護」https://www.kirinholdings.com/jp/privacypolicy/ 

※４：キリングループとは、キリンホールディングス株式会社及びキリンホールディングス直下の連結子会社及びその構成

会社を指します。 

※５：従業員には、パートタイム従業員・契約社員・派遣社員等を含みます。 

※６：「国際人権章典」は、「世界人権宣言」、「市民的及び政治的権利に関する国際規約」、「経済的、社会的及

び文化的権利に関する国際規約」という 3 つの文書の総称です。「国際人権章典」は、現在、国際的に認められ

た人権保障の基本的な枠組みとされています。 

※７：「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」には、「結社の自由及び団体交渉権」、「強制労働の禁

止」、「児童労働の実効的な廃止」、「雇用及び職業における差別の排除」が謳われています。 

※８：「多国籍企業宣言」の正式名称は、「多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言」であり、社会政策

と包摂的で責任ある持続可能なビジネス慣行に関して、企業に直接の指針を示した ILO の文書です。 

※９：「国連ビジネスと人権に関する指導原則」は、2011 年に国連人権理事会によって承認されました。国家及び

企業に対して、企業活動に関係する人権面での負の影響が発生するリスクの防止及び対処を求める権威ある国

際規準となっています。 

※10：「先住民の権利に関する国際連合宣言」「人間を対象とする医学研究の倫理的原則（ヘルシンキ宣言）」

「子どもの権利とビジネス原則」「女性のエンパワーメント原則」 

※11：「国際人権法の重大な侵害および国際人道法の重大な侵害の被害者に対する救済と賠償の権利に関する

基本原則とガイドライン」（英語のみ）Basic Principles and Guidelines on the Right to a Remedy 

and Reparation for Victims of Gross Violations of International Human Rights Law and 

Serious Violations of International Humanitarian Law | OHCHR 

https://www.kirinholdings.com/jp/impact/
https://www.unic.or.jp/activities/humanrights/document/bill_of_rights/universal_declaration/
https://www.kirinholdings.com/jp/purpose/governance/compliance/
https://www.kirinholdings.com/jp/impact/files/pdf/kirin_groupsustainable_supplier_code_jp.pdf
https://www.kirinholdings.com/jp/impact/files/pdf/kirin_groupsustainable_supplier_code_jp.pdf
https://www.kirinholdings.com/jp/impact/files/pdf/kirin_groupsustainable_supplier_code_jp.pdf
https://www.kirinholdings.com/jp/impact/files/pdf/kirin_groupsustainable_supplier_code_jp.pdf
https://www.kirinholdings.com/jp/impact/csv_management/marketing_policy/
https://www.kirinholdings.com/jp/privacypolicy/
https://www.ohchr.org/en/instruments-mechanisms/instruments/basic-principles-and-guidelines-right-remedy-and-reparation
https://www.ohchr.org/en/instruments-mechanisms/instruments/basic-principles-and-guidelines-right-remedy-and-reparation
https://www.ohchr.org/en/instruments-mechanisms/instruments/basic-principles-and-guidelines-right-remedy-and-reparation
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※12：「子どもの権利とビジネス原則」に則り、18 歳未満の若年労働者を雇用する場合には、肉体的、精神的発達

を損なうような危険有害業務への就労を認めません。 

※13：「キリングループ持続可能なサプライヤー規範」

https://www.kirinholdings.com/jp/impact/files/pdf/kirin_groupsustainable_supplier_code

_jp.pdf 

※14：「マーケティングコミュニケーションポリシー」 

https://www.kirinholdings.com/jp/impact/csv_management/marketing_policy/ 

「個人情報の保護」https://www.kirinholdings.com/jp/privacypolicy/ 

※15：「グループ ビジネスと人権会議」は、人事総務戦略担当役員を議長とし、リスク管理統括、CSV 戦略、SCM

戦略、調達、経営企画の役員または関係部門長を委員として構成されています。年に 2 回以上定例会議を開

催し、また必要ある場合は臨時で会議を開催します。当会議の内容は、グループ CSV 委員会、キリンホールディン

グスグループ経営戦略会議や取締役会に付議・報告し、グループ全体の戦略や計画へと反映させています。 

※16：「ビジネスと人権を担当するチーム」は、人事担当、リスク・コンプライアンス担当、調達担当、CSV 担当等から

構成されたチームであり、人権実務の遂行を担います。 

※17：「責任ある企業行動のための OECD デュー・デリジェンス・ガイダンス」

https://mneguidelines.oecd.org/OECD-Due-Diligence-Guidance-for-RBC-Japanese.pdf 

※18：全てのステークホルダーの通報窓口として、JaCER に加入しています。 

JaCER 苦情通報サイト https://jacer-bhr.org/application/form.html 
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https://www.kirinholdings.com/jp/impact/files/pdf/kirin_groupsustainable_supplier_code_jp.pdf
https://www.kirinholdings.com/jp/impact/csv_management/marketing_policy/
https://www.kirinholdings.com/jp/privacypolicy/
https://mneguidelines.oecd.org/OECD-Due-Diligence-Guidance-for-RBC-Japanese.pdf
https://jacer-bhr.org/application/form.html

